






















令和６年度 益田市匹見地域包括支援センター事業計画  

事業項目 令和６年度事業の重点項目 令和６年度 事業計画 令和６年度 実績報告 

総合相談 

支援業務 

【総合相談】 

・地域住民等に「身近な相談窓口」として気軽に利用してもらえるよ

う、窓口の周知啓発や情報発信等を継続する。 

・地域住民や地域の関係者、専門機関などと協力して、高齢者や家族

等が支援を求める声を上げやすい環境づくりに取り組む。高齢者本

人やその家族の孤立を防ぎ、必要なサービスや支援につなげる。 

 

【地域包括支援ネットワーク構築】 

・地域の様々な関係者や関係機関、地域住民等と、支援ネットワーク

の必要性の共通理解をはかり、活用できるネットワークを構築する。 

 

【実態把握】 

・地域のネットワークや高齢者が集まる場を活用し、高齢者の生活

の実態把握をおこない、支援が必要な場合は早期に関わりを進める。 

・総合相談業務を通じて、個人や地域にどのような課題や傾向があ

るのか把握する。 

【総合相談】 

・地域住民や地域の関係者や関係機関が集う機会や地域の情報誌などを活用

し、センターの業務周知や利用促進などの啓発活動を継続する。 

・受け付けた相談ケースを適切なサービス・制度の利用や専門機関につなげる

等の支援をおこなう。 

・家族介護者に対し適切な情報等を提供し、介護負担の軽減や離職防止等に向

けた支援をおこなう。 

【地域包括支援ネットワーク構築】 

・公民館や駐在所、民生委員などがそれぞれの職務を通じて見つけた気になる

高齢者について、関係者が集まり話し合う場を設け、関係者がチームとして支

援にかかわるような体制づくりに取り組む。 

【実態把握】 

・高齢者が集まる場での相談を通じて生活等の実態把握をおこなう。 

・総合相談として受け付けた内容や相談経路などを集計分析し、センターの周

知状況や地域課題の把握に活かす。 

 

権利擁護業務 

【高齢者虐待への対応】 

・通報受付後の初動期から終結までの対応や支援は、匹見地域総務

課や高齢者福祉課との連携・協働を基盤とし、事例に関係する各機

関と援助関係を構築しながらおこなう。 

 

 

 

【判断能力を欠く常況にある人への支援】 

・必要な支援や受診等を拒否するセルフネグレクト状態の人や認知

症の症状がある人などの対応について、匹見地域総務課や関係機関

と協働しながら支援する。 

 

 

 

 

【消費者被害の防止及び対応】 

・消費生活センターや駐在所等と連携して、地域における消費者被

害に関する情報を把握し、地域へ情報提供をおこなう。関係者等と

適宜連絡を取り合い対応する。 

【広報・啓発活動】 

・虐待や消費者被害の早期発見や、日常生活自立支援事業や成年後

見制度の活用などの関する情報を地域に発信し、権利を守る意識を

高めるとともに、相談窓口の周知をはかる。 

【高齢者虐待への対応】 

・市の高齢者虐待防止対応マニュアル等に従い、匹見地域総務課や高齢者福祉

課と連携して対応する。また、事例に関係する各機関からの情報等を集約し、

対応の方向性の共有をはかる。 

・益田市権利擁護推進会議への出席、虐待対応に関する研修会への参加を通し

て、関係機関等とのネットワークづくりをおこなうとともに、高齢者虐待対応

をおこなう専門職としてのスキルアップをはかる。 

【判断能力を欠く常況にある人への支援】 

・福祉委員や民生児童委員等へ協力を仰ぐなど、地域全体で支援する視点をも

って対応する。 

・関係機関と連携し、認知症ケアパスを活用した対応や日常生活自立支援事業

の利用や成年後見制度の活用につなげる。 

・認知症や権利擁護に関する会議や研修会への参加を通して、関係機関等との

ネットワークづくりに取り組む。また、権利擁護業務を担う機関としてのスキ

ルアップをはかる。 

【消費者被害の防止及び対応】 

・適宜、駐在所などと情報交換し、地域住民、福祉委員、民生児童委員、介護

支援専門員、訪問介護員等に必要な情報提供をおこなう。 

【広報・啓発活動】 

・高齢者や家族、地域住民等から虐待や消費者被害などについての相談や情報

がもたらされるよう、駐在所と連携しながら、サロンや健康教室などでの周知・

啓発活動をおこなう。 

・チラシの配布や講話の実施、認知症サポーター養成講座の開催など、認知症

などに関する正しい情報を伝える活動を行い、地域の権利擁護意識の醸成と共

有をはかる。 

 



包括的・継続的

ケアマネジメ

ント支援業務 

【関係機関との連携体制構築支援】 

・匹見地域ケア会議のネットワーク構築機能を活用し、地域の介護

支援専門員と関係機関との連携を支援する。 

・出席する会議等で得た情報やネットワークを地域に還元する。 

【介護支援専門員に対する個別支援】 

・日常的な支援に加え、困難事例については適宜、事例検討をおこな

い、ケアマネジメント力の向上支援をおこなう。 

・生活支援コーディネーターとの連携により把握・整理した地域の

社会資源情報を介護支援専門員へ提供し、ケアマネジメントに活か

せるよう支援する。 

【主任介護支援専門員との連携】 

・他地域の主任介護支援専門員との連携をはかりながら、地域の居

宅介護支援事業所の実践を支援する。 

【関係機関との連携体制構築支援】 

・益田市地域ケア推進会議、益田市地域ケア個別会議、第２層協議体等により

得た情報やネットワークを地域の介護支援専門員と関係機関との連携体制構

築に活かしていく。 

【介護支援専門員に対する個別支援】 

・地域ケア会議や包括居宅合同ミーティングなどを活用し、地域の介護支援専

門員が抱える支援困難事例の検討をおこなう。 

・収集、整理した地域の社会資源情報を可視化して介護支援専門員等へ提供す

る。情報は定期的に更新する。 

 

【主任介護支援専門員との連携】 

・地域の介護支援専門員等のニーズに基づいた研修会等の企画や運営をとも

におこなう。 

 

介護予防ケア

マネジメント 

・予防給付および介護予防・生活支援サービス事業によるサービス

が適切に提供されるようケアマネジメントをおこなう。 

・高齢者や家族、サービス事業所等と「介護予防」や「自立支援」の

意識の共有をはかり、高齢者の行動変容につながる支援をおこなう。 

・地域に出向き、地域住民に向けて、介護予防についての啓発と情報

提供活動をおこなう。 

・高齢者と地域のつながりを意識した予防給付および介護予防・生活支援サー

ビス事業の介護予防ケアマネジメントを実践する。 

・介護予防・日常生活支援総合事業に関わる会議や研修、ケアマネジメント技

術向上のための研修等へ参加し、業務に係る情報と知識の習得やスキルアップ

をはかる。 

・歯科診療所と協働し、フレイル予防啓発チラシの作成と配布及び百歳体操教

室等での講話を継続し、介護予防の推進に取り組む。 

 

圏域地域ケア

会議 

・個別事例検討を通して、援助者間の連携意識を深め、支援の方向性

などを共有し、介護支援専門員等のケアマネジメント力の向上と支

援をはかる。 

・民生委員や公民館職員、近所住民など、気になる高齢者の生活の場

に近い人を中心とした随時型の地域ケア会議を開催する。 

・整理・分析した地域課題や、地域づくりに向けて検討した取り組み

について、第２層協議体とともに協議する場を定期的に設ける。 

・介護・医療・福祉等の専門職を中心とした定例型の地域ケア会議を継続して

取り組む。 

・地域課題の解決に向けた取り組みについて、関係機関等との連携を基盤にお

く視点をもちながら検討し、実施につなげる。 

・地域の状況や課題などについて民生委員と話し合う機会を設ける。 

・生活支援や介護予防に係る地域課題や、課題解決に向けた取り組みについ

て、第２層協議体とともに協議する機会を定期的にもつ。 

 

任意事業・ 

その他 

【任意事業】 

・住宅改修支援事業の対象者に対し、住宅改修に関する情報提供や

助言等を行い、適切な事業実施をおこなう。 

【その他】 

・業務に関する関係各機関との連携による支援のネットワーク形成

をはかるとともに、センター業務における資質向上をはかる。 

【任意事業】 

・住宅改修に係る事前・事後の申請について速やかにおこなう。 

・対象者等の生活や身体の状態に応じて、必要な支援につなぐ。 

【その他】 

・行政や多機関が主催する会議への出席を通し、関係各機関とのネットワーク

形成や、業務における資質向上につなげていく。 

１）行政が主催する会議 

・益田市介護保険推進協議会（開催月） ・益田市地域ケア推進会議（開催月） 

・益田市権利擁護推進会議（開催月）   ・益田市地域ケア個別会議（適宜） 

・益田市地域包括支援センター連絡会議（年３回） 

２）他機関が主催する会議 

・益田鹿足成年後見センター運営協議会・定例相談会（毎月） 

・地域密着型通所介護事業所運営推進会議（２事業所・年２回） 

・匹見地域生活相談員会議（適宜） 

・匹見圏域第２層協議体（毎月） 

 

 


